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市政改革プランについて

２０１２．５．２０．リブインピースアットカフェ

［概要］

・５月１１日、２０１２年度から３年間で市が取り組む行財政改革をまとめた「市政改革プラン」

素案を発表。

・人件費カットや「市民サービスの見直し」で最大１７６８億円の財政削減。

・６月中に成案をまとめ、７月編成の予算案へ入れる。

（５／１１～５／２９ パブリックコメントが募集されている）

・プロジェクトチーム（ＰＴ）は４月、１億円以上の４４５事業のうち１０６事業を廃止・削減す

る改革プランの試案公表。

・２０１４年度までの３年間で、事業費の見直しで４８８億円の財政削減。

［特徴］

○高齢者、子ども、教育支援、家庭環境の恵まれない子ども、障がい者支援、共働き世帯支援など

をことごとく廃止、削減。

○市民活動、男女参画、文化・芸術などを敵視。活動拠点を奪う。

○平和、人権、男女平等、反差別などの施設・活動を敵視。

○この中には、市民の命に直結するものもある。橋下市長は、市民の生活を守るべき行政の義務と

して行われているセーフティネットの施策を「住民サービス」「ニーズ」に解消し、費用対効果で

切り捨てようとしている。

○他方で、２５億円を要する御堂筋プール構想の提起が平気でなされたり、２０００億円の赤字を

見込む阿倍野再開発事業の継続など企業・資本の利益に結びつくものは確保されている。

○当然、施設・事業の廃止に伴い、大規模な人件費削減＝人員削減が組み込まれている。万人単位

での整理解雇が問題になる。

［４月ＰＴから「改革プラン」の変更など］

４／５のＰＴ案発表以降批判が相次ぎ、いくつかの点について廃止や削減を撤回した。しかし基

本構造は変わっていない。

・７０歳以上が市営地下鉄・バスを無料利用できる敬老パス制度の見直しは、自己負担や上限額を

設定した当初３案から５案に修正。

・大阪市音楽団の廃止。文楽協会や大阪フィルハーモニー交響楽団への補助金２５％カットは修正

●市政改革プラン財政効果（１２年度～１４年度）

・市有地の売却・・５５４億円

・事業の見直し・・４８８億円

・人件費の削減・・４０８億円

・随意契約見直し・２６６億円

・その他・・・・・・５２億円

・財政効果合計・１７６８億円
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案でも維持。

・区民センターは、当初試案で３４館から９館に統廃合するとしていたが、修正案で統廃合を白紙

に。（現状存続）

・学童保育事業は同種事業（いきいき）と統合し補助金を全廃する予定だったが、存続するように

修正し３年後に再検証。

・高齢者や障害者など２１万世帯への上下水道基本料金減免は試案通り廃止。新たに低所得者対策

を検討。

・新婚世帯への家賃補助事業の廃止は修正案でも維持。しかし削減額を修正して各区長ごとの判断

で継続する場合もある。

・長居障害者スポーツセンター（２館）は１館廃止から当面継続。

・青少年野外活動施設（３館）は全館廃止から１館存続された。

・市民プールの２４カ所を９カ所に絞り込む。

・市民交流センター廃止。

・男女共同参画センター（クレオ大阪）の廃止。

・「老人憩いの家」の運営補助も廃止から半額補助に修正。

・低所得者の国民健康保険料を減免する施策の廃止は維持されたが削減額を修正し、福祉バス補助

金や社会福祉協議会への交付金も削減を維持。

・「子どもの家」は補助金廃止を撤回したが、「留守家庭児童対策事業」（学童保育）に移行し、補

助を半減。

・地域密着型バス（赤バス）の大幅削減

〈人員削減〉

・２０１１年１０月現在約３万８０００人の職員を２０１５年１０月に約１万９０００人まで削

減。

・本庁舎や区役所、市教委などの職員や教員約２万１６００人から大阪府との業務統合や退職で年

９００～４５０人ペースで削減。

・地下鉄やバス事業の職員６８００人、ごみ収集や焼却関連の職員２５００人を含め病院、保育園

・幼稚園などで民営化や独立行政法人化など外部委託を進め非公務員化で１万６４００人の削減を

目指す。

→職員基本条例（案）にある、統廃合に伴う分限処分。
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大阪市改革プラン詳細（５／１１発表）

【直接サービス】

〇国民健康保険

現４２６億円 後４１５億３３００万円 削１０億６７００万円（１０億６７００万円）

《変》低所得者に対する３割減免を廃止

《変》３割減免廃止を含め所得２００万円層の保険料負担が、府下平均程度になるように繰入金を

削減（参考例で１万円程度の保険料値上げ。３割減免が２割になるケースでは、より負担増になる

と思われる）

《変》出産一時金を、第２子、第３子で「他都市水準」へ引下げ

《変》医師会等への委託事業を廃止

〇上下水道料金福祉措置

現３９億６６００万円 後 廃止 削３９億６６００万円（３９億６６００万円）

（事）重度障害者世帯、ひとり親世帯、高齢者世帯、精神障害者世帯等に上下水道料金の基本料金

相当額（１５７６円）を減免

《変》廃止

［留］低所得者対策の必要性について検討

〇敬老パス

現８９億８９００万円 後３９億８６００万円 削５０億３百万円（５０億３百万円）

《変》「利用額の５０％負担、上限２万円、私鉄利用拡大」など５案を検討

〇がん検診・総合健康診査事業（ナイスミドルチェック）

現１億６８００万円 後 廃止 削１億４４００万円（１億３７００万円）

《変》がん検診事業のうち総合健康診査事業（ナイスミドルチェック）を廃止

※事業費と削減額の乖離理由は、不明

〇新婚世帯向け家賃補助

現４８億５０００万円 後 廃止 削４８億５０００万円（４２億８５００万円）

（事）新婚世帯に対する民間住宅家賃の一部補助

《変》廃止（当面は、新規募集の停止）

《変》平成２５年度から、住宅施策に限定しない、地域の実情に応じた、若年層全般に対する幅広

い支援策として再構築（ただ、予算は全額廃止なので、予算上考慮されてないことになるが？）

【地域】

〇地域福祉活動支援

現１２億８９００万円 後４億３８００万円 削８億１３００万円（８億７００万円）

《変》中学校区に１名配置の地域生活支援ワーカーを１２８名から２４名に縮小し、地域生活支援

事業は予算の範囲内で相談支援体制を再構築。

《変》小学校区単位の地域ネットワーク委員会の事務局を担うネットワーク推進員を廃止し、地域

活動協議会の実施方法とあわせ、区で検討し再構築。

《変》ひとり暮らし高齢者等対象とした会食・配色サービス「食事サービス事業（ふれあい型）」

は、食事にこだわらず、喫茶・軽食など経費の縮減を図る。区長が見直し後の予算の中で、実施方

法を判断。

《変》小学校区単位で地域の高齢者の自主活動などを行う拠点の老人憩いの家は、運営助成金（１
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ヶ所４３万８千円）を運営経費の１／２補助に切り替え。使用者は高齢者限定にならないようにし、

「老人憩いの家」の名称も変更。

〇赤バス運営費補助

現１５億１３００万円 後４億４０００万円 削１０億７３００万円（１０億７３００万円）

《変》４億４０００万円をひとつの目途に、区長会において経費削減効果が大きくなるよう事業再

構築（一般的には、路線の大幅廃止）

《変》１５億１３００万円より、１０億円削減する

【地域施設】

〇区民センター

現１０億４５００万円 後１０億４５００万円 削 無し

《変》今後、区庁舎の統合時に、区民への会議室の開放を検証し、区民センターの見直しを図る

《変》建替え時には、ホール機能の必要性を検証する

〇老人福祉センター

現５億３６００万円 後３億７１００万円 削１億６５００万円（１億６５００万円）

（事）高齢者の生きがい作り拠点として、各種相談、講座、レクリエーションなどを実施。老人ク

ラブの活動拠点。

《変》２６ヶ所を１８ヶ所に削減（大阪都実現後の特別区に２ヶ所ずつ）

〇各区屋内プール

現２０億５７００万 後７億７１００万円 削１２億８６００万円（１２億２３００万円）

《変》２４ヶ所を９ヶ所に削減（大阪都実現後の特別区に１ヶ所ずつに）

〇スポーツセンター

現７億６７００万 後２億８８００万円 削４億７９００万円（４億７４００万円）

《変》２４ヶ所を９ヶ所に削減（大阪都実現後の特別区に１ヶ所ずつに）

〇子育て支援

現１１億４１００万円 後８億５７００万円 削２億８４００万円（２億８４００万円）

《変》子育て活動支援事業は、ファミリーサポートセンター事業と共に、事業拠点２４ヶ所を１８

ヶ所に統合し、事業者を公募へ（当該予算の範囲で、ファミリーサポートセンター事業も実施する）

《変》地域子育て支援拠点事業（交流の場の提供）は継続。

《変》子育ていろいろ相談センターは、廃止。

〇市民交流センター

現１０億５３００万円 後 廃止 削１０億５３００万円（１０億３３００万円）

（事）各地域の地域老人福祉センター、人権文化センター、青少年会館を市内１０箇所の市民交流

センターに集約したもの

《変》廃止

〇教育相談事業

現３億９４００万円 後３億４９００万円 削４５００万円（４２００万円）

《変》相談事業、不登校児童支援の通所事業を行うサテライトの設置場所を、廃止予定の市民交流

センター等から開設場所を再検討のうえ、１４ヶ所から９ヶ所へ削減（大阪都実現後の特別区に１

ヶ所ずつの意味か？）



- 5 -

【保育所】

〇保育料の軽減

現４１億６６００万円 後４０億１６００万円 削１億５０００万円（１億５０００万円）

《変》非課税世帯からも保育料を徴収する

《変》保育料を全体として１億５０００万円程度引き上げる

〇ファミリーサポートセンター事業

現１億５６００万円 後０円 削１億５６００万円（１億３７００万円）

（事）児童の預かり援助を受ける希望者と提供希望者の連絡調整を、社会福祉協議会へ委託

《変》「子育て活動支援事業」と共に公募し、予算は「子育て活動支援事業」へ移行。（「子育て活

動支援事業」側では、追加費用の計上は行わない）

《変》「子育て活動支援事業」と共に２４ヶ所を１８ヶ所へ統合。

〇１歳児保育特別対策費

現８億９９００万円 後 廃止 削８億９９００万円（８億９９００万円）

（事）国の保育士配置基準１歳児６人に保育士１人を、大阪市は５人に保育士１人のため、保育士

増加分の人件費を民間保育所に補助

《変》大阪市営の保育所も１歳児６人に保育士１人へ保育士を減らすため、補助金を廃止

〇民間保育所職員給与改善費

現１億２００万円 後 廃止 削１億２００万円（１億２００万円）

《変》廃止

【小学校・中学校】

〇学校給食

現２億８２００万円 後１億６２００万円 削１億２０００万円（１億２０００万円）

（事）給食事業の充実と保護者負担の軽減のために、大阪市学校給食協会へ交付金

《変》食材配送費を保護者負担に切り替える。（給食費の値上げ）

《変》委託事業化する

〇学童保育、子どもの家事業への補助及び いきいき放課後事業

現３９億６９００万円 後 ３９億２００万円 削６７００万円（５４００万円）

《変》いきいき放課後事業は、公募化し、時間延長などを図る。

《変》子どもの家事業は、留守家庭児童対策事業（学童保育）へ移行。（有料化）

《変》学童保育はいきいき放課後事業への移行を図るが、移行しきれない部分については、いきい

き放課後事業の補完的役割として補助を継続する。

《変》現在無料のいきいき放課後事業も、一部有料化などを検討

〇学校維持運営費

現１０３億７０００万円 後 １０３億５９００万円 削１１００万円（１１００万円）

（事）学校の日常の消耗品や備品の購入、図書の補充、高熱水費、施設設備の修繕など

《変》統廃合方針で調整を始める小学校６校分と中小一貫校移行小学校２校分の経費を削減

〇学校元気アップ地域本部事業

現３億６３００万円 後１億７３００万円 削１億９０００万円（１億４６００万円）

（事）中学校区に学校と地域をつなぐコーディネーターとして「学校元気アップ支援員」を配置す

る。

《変》学校元気アップ支援員に外部人材を積極的に活用する。（予算額、削減額は、「非常勤嘱託
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職員１１８人を有償ボランティア１２７人に切り替える」に対応）

〇体験型学習

現１億９７００万円 後 廃止 削１億９７００万円（７７００万円）

（事）小学校、中学校、特別支援学校での「自然体験学習」「ボランティア体験学習」など体験活

動

《変》廃止（「事業の再構築を図る」としているが、最終年度の予算額は０円）

【施設】

〇障がい者スポーツセンター

現６億６３００万円 後６億１００万円 削６２００万円（６２００万円）

（事）長居障害者スポーツセンターと舞洲障害者スポーツセンターを運営

《変》２館のあり方は、府市統合本部で議論。

《変》長居障害者スポーツセンターは、大規模更新時期まで継続し、広域への移管に向け取り組む。

《変》舞洲障害者スポーツセンターの宿泊施設は、収支均衡策を講じ、毎年検証。

《変》市外利用者の負担を検討

〇弘済院

現９億３０００万円 後 ７億９０００万円 削１億４０００万円（５０００万円）

（事）養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、認知症専門特別養護老人ホーム、附属病院

《変》認知症専門特別養護老人ホームは民営化、附属病院は廃止又は民営化を検討。

《変》特別養護老人ホームは、民営化を検討。

《変》養護老人ホームは廃止。

（削減額等は、養護老人ホームの廃止のみ計上）

［留］附属病院のあり方は、府市統合本部病院タスクフォースの検討対象

〇軽費老人ホーム補助金

現６億円 後５億２１００万円 削７９００万円（７９００万円）

（事）軽費老人ホームを運営する社会福祉法人に対するサービス提供経費の補助

《変》加算部分を廃止

〇市民病院

現９７億９９００万円 後９２億９９００万円 削５億円（５億円）

（事）総合医療センター、十三市民病院、住吉市民病院

《変》一床当りの繰出金を府の水準に削減

〇住まい情報センター

現３億７９００万円 後１億７２００万円 削２億７百万円（１億１５００万円）

（事）センターを拠点に、住宅に関するトラブル相談、住まいに関するセミナーやライブラリーな

どの啓発事業、住宅情報の提供、住まいのミュージアム運営

《変》住まいの相談や啓発事業は区役所へ移管

《変》住宅情報の提供は、廃止

《変》住まいのミュージアムは、他の博物館との統合または廃止

〇青少年野外活動施設

現１億９２００万円 後 ８３００万円 削１億９００万円（１億８００万円）

（事）伊賀青少年野外活動センター、信太山青少年野外活動センター、びわ湖青少年の家

《変》伊賀青少年野外活動センター、廃止
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《変》びわ湖青少年の家、府市統合本部での議論はあるが、市としては廃止

《変》信太山青少年野外活動センター、当面存続。ただし、今後の状況により改めて判断。

〇生涯学習センター

現５億６２００万円 後３３００万円 削５億２９００万円（５億２８００万円）

（事）総合生涯学習センターと４つの市民学習センター

（事）生涯学習情報の提供・相談、ボランティアの育成、市民の自主的学習に貸室

《変》廃止、民間実施の講座等への助成などに切り替え

〇男女共同参画センター（クレオ大阪）

現５億８１００万円 後１億５００万円 削４億７６００万円（４億５６００万円）

（事）５ヶ所のセンターを拠点に、女性問題等の情報提供、セミナー・イベント開催、啓発、女性

総合相談

《変》センターは５ヶ所とも廃止 セミナー・イベント開催も廃止

《変》情報提供、啓発、相談事業は、区役所・区民センター等で実施

〇キッズプラザ運営補助

現４億５８００万円 後４億５８００万円 削０円（０円）

（事）子供のための体験型学習施設の入館料を低廉にし、学習機会を提供

《変》基礎自治体としては廃止。今後については、府市統合本部で検討。

〇環境学習センター

現１億５５００万円 後 廃止 削１億５５００万円（１億４１００万円）

（事）環境講座、農事イベント、環境に関する展示を通じた啓発など

《変》廃止

《変》環境講座等の事業は、区単位で実施（ただし、予算は計上せず）

【団体補助】

〇地域活動団体との連携・協働促進による地域コミュニティーづくり事業

現４億８５００万円 後３億６４００万円 削１億２１００万円（１億２１００万円）

《変》コミュニティー協会への団体運営補助としての性格が強いとして２５％削減。

《変》削減額などは、今後、再度精査

〇社会福祉協議会交付金

現１８億６３００万円 後１３億９７００万円 削４億６６００万円（４億６１００万円）

《変》団体運営補助としての性格が強いとして２５％削減。

《変》削減額などは、今後、再度精査

〇大阪フィルハーモニー協会及び文楽協会

現１億６２００万円 後１億２２００万円 削４０００万円（４０００万円）

《変》助成金の２５％を削減

【その他】

〇あいりん施設関連

現６億１７００万円 後３億５２００万円 削２億６５００万円（１億３０００万円）

《変》大阪社会医療センターは（入院機能を廃止し）診療機能のみに。

《変》あいりん生活道路環境美化事業・あいりん高齢日雇労働者等除草等事業は、特定非営利法人
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への随意契約を公募化

〇大阪バイオサイエンス研究所

現６億１９００万円 後 廃止 削６億１９００万円（６億１９００万円）

（事）バイオサイエンスの研究や研究者養成の運営費補助

《変》補助金廃止 自律的経営を促す

〇国際ビジネスプロモーション活動

現２億８２００万円 後１億１３００万円 削１億６９００万円（１億６９００万円）

（事）ＩＢＰＣ大阪ネットワークセンターを拠点に、中小企業を対象とした国際ビジネス活動の支

援、国内外企業の誘致

《変》基礎自治に関する事業に特化。事業内容は精査し、さらなる削減へ。

《変》大阪府・商工会議所と共同の大阪外国企業誘致センターは継続

〇ＡＴＣ関連事業

（事業費見通しの記載なし）

《変》補助金は廃止し、その他事業も効果を検証

〇音楽団

現１億円 後 廃止 削１億円（５２００万円）

《変》廃止

《変》上記予算額の他、人件費が４億１０００万円

〇海外事務所

現１億９４００万円 後３０００万円 削１億６４００万円（１億６４００万円）

《変》シカゴ、パリ、シンガポール事務所を廃止

《変》上海事務所は、大阪府の事務所と共同化し４８００万円から３０００万円へ削減

〇ごみの管路輸送

現１億２７００万円 後１億２２００万円 削５００万円（５００万円）

（事）南港と森之宮地区で実施の輸送管で各家庭からごみを焼却工場へ

《変》廃止 普通ごみ収集へ移行

《変》森之宮平成２５年度、南港平成２７年度廃止（削減額は平成２６年度状況）

《変》民地内の輸送管等の設備撤去等の経費を最小限に抑える必要がある（撤去費用が莫大という

話の裏返しと思われる）

◆市民利用施設の見直し

〇いきいきエイジングセンター 廃止

〇大阪南港魚つり園 廃止

〇クラフトパーク 廃止を含めて検討

〇舞洲野外活動施設 廃止を含めて検討

〇大阪南港野鳥園 廃止を含めて検討

〇水の館ホール・陳列館ホール 廃止を含めて検討

（バーベキュー広場等を含む）

〇子育ていろいろ相談センター 現施設は廃止。地域の子ども・子育てプラザ等へ機能移転

〇愛光館（母子福祉センター） 現施設廃止で、区保健福祉センター等への機能移転や大阪府母

子福祉センターとの統合を検討
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〇総合生涯学習センター 地域の生涯学習ルームや区民センター、老人福祉センターなどへ

機能移転後、受益者負担の引き上げを検討

〇市民学習センター 地域の生涯学習ルームや区民センター、老人福祉センターなどへ

機能移転後、受益者負担の引き上げを検討

〇社会福祉研修・情報センター 大阪府社会福祉協議会の社会福祉研修センターとの統合を検討

〇芸術創造館 青少年センターとの統合、受益者負担の見直しを検討

〇社会福祉センター 使用料免除の見直しや有償貸付での民営化などを検討

〇リフレうりわり 施設の有償貸付での民営化などを検討

◆補助金の見直し（全体 ６億９３６６万円に対する削減額３億１６５万円）

○シルバーボランティアセンター運営補助金

現２８１万５千円 後１４０万７千円 削１４０万８千円

○指定老人憩いの家運営補助金

現２５５万円 後 廃止 削２５５万円

○大阪ホームレス就業支援センター事業補助金

現４５０万円 後 廃止 削４５０万円

○大阪市障害者職業能力開発訓練施設運営助成

現６２６６万３千円 後５５１９万９千円 削７４６万４千円

○点字図書館運営補助金（盲人情報文化センター）

現６６７１万５千円 後６２０５万２千円 削４６６万３千円

○大阪市精神障害者社会復帰施設運営補助金

現６８０３万４千円 後 廃止

○家庭保育・ベビーセンター助成事業補助金

現９８６３万９千円 後 廃止 削９８６３万９千円

○児童遊園運営助成金

現８３６万円 後４１８万円 削４１８万円

○民間保育所賃料等補助金

現７１８万円 後 廃止 削７１８万円

○学校法人に対する補助金

現 ２６５０万円 後 廃止 削２５６０万円

○大阪市ＰＴＡ協議会運営補助金

現１２０万円 後 廃止 削１２０万円

○（財）大阪市中小企業勤労福祉サービスセンター管理運営事業補助金

現５２００万円 後 廃止 削５２００万円

○港湾労働者福利厚生事業補助金

現３００万円 後 廃止 削３００万円

○住民参加による街づくりの促進のための助成

現５０万円 後 廃止 削５０万円

○住宅地区改良事業等におけるまちづくり協議会助成

現２９６８万円 後１７７万円 削２７９１万円
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○男女共同参画推進にかかる地域女性団体活動補助金

現 ３３５万４千円 後 ２６１万６千円 削７３万８千円

○ＵＮＥＰ支援事業補助金（地球環境センター活動支援補助金）

現８６６６万１千円 後５７０６万８千円 削２９５９万３千円

○大阪市ユースオーケストラ運営補助金

現１８４万円 後 廃止 削１８４万円

○私立保育園連盟運営補助金

現１４７０万円 後 廃止 削１４７０万円

○大阪市消費生活合理化協会運営補助金

現１２３万円 後 廃止 削１２３万円

○各種学校に対する補助金

現 ２７５０万円 後 廃止 削２７６０万円

○大阪第一人権擁護委員協議会事業補助金

現２３０万円 後１５０万円 削６０万円

○大阪人権博物館運営費補助

現５１３２万３千円 （廃止に向けて検討中）

（その他）

分担金 ５件 １億１７９６万円のうち、２６４３万円を削減

国関係法人等への会費等 ５０件 １１３４万円のうち、１１３４万円を削減


